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赤平市議会第２回定例会会議録（第３日） 
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（午前１０時００分 開 議） 
〇議長（獅畑輝明君） これより、本日の会議を開

きます。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 日程第１ 会議録署名議員

の指名を行います。 
 会議録署名議員は、会議規則第78条の規定により、

議長において、１番五十嵐美知さん、３番谷田部芳

征君を指名いたします。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 日程第２ 諸般の報告であ

ります。 
 事務局長に報告させます。 
〇議会事務局長（大橋一君） 報告いたします。 
 諸般報告第２号でございますが、委員長から送付

を受けた事件は６件であります。議員から送付を受

けた事件は、５件であります。委員長から閉会中継

続審査の議決を求めるため申し出のあった事件は、

５件であります。 
 次に、本日の議事日程につきましては、第３号の

とおりであります。 
 次に、議員の出欠席の状況でありますが、本日は

全員出席であります。 
 以上で報告を終わります。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 日程第３ 昨日に引き続き

一般質問を行います。 
 順次発言を許します。 
 質問順序５、１、生活保護問題について、２、自

治体病院問題について、３、教育問題について、議

席番号４番、宍戸忠君。 
〇４番（宍戸忠君） 〔登壇〕 一般質問を行いま

すので、よろしくお願いいたします。 
 大綱１、生活保護問題につきまして、①、生活保

護、医療扶助移送費について、私の資料では交通費

支給１割減、生活保護受給者との見出しで、生活保

護受給者に対する通院時の交通費の支給が2008年度

は前年度と比べ１割近く減ったことが12日、厚生労

働省のまとめでわかった。あいまいだった支給基準

を明確にする通知を受けて、自治体が支給対象を狭

めたためと見られます。同省は、当日個別の事情を

考慮するよう改めて通知を出しました。厚労省は、

07年９月と08年９月の支給状況を比較、その結果通

院した人は約４万人ふえたが、通院費を受給した人

は5,209人減り、支給総額も約5,300万円減った。07

年度と08年度の１年間で比較すると、08年度の支給

実績は41億6,809万円、前年度より４億914万円減っ

た。自宅から遠く離れた病院に通院したかのように

装い、多額の通院費を不正受給した事件が起きたこ

とから、08年７月、厚生労働省は原則福祉事務所管

内に限ると通知した。その後、遠方の医療機関への

交通費に対する支給打ち切りが続出、同省は同年６

月に必要な人に支給するように求めたが、自治体に

よっては支給を抑制しているとの批判が出ていまし

た。同省がこの12日に出した通知では、範囲を居住

地に比較的に近距離に所在する医療機関に限るとし

た上で、専門的な治療が必要な場合等は適切な医療

機関での受診が認められると改めた。また、個々に

内容を審査することを強調する一方、他の患者との

均衡を失しないようにすると明記しました。 
 生活保護者が病院などに通う際の交通費を支給す

る医療扶助移送費について、厚生労働省が08年の改

悪でつけた厳しい制限規定を撤廃する社会援護局長

通知を出していたことが平成22年３月25日までにわ

かったと朝日新聞は報じています。通知は、この12

日、都道府県知事らにあてて出されたものです。医

療扶助の移送費の支給は、07年に滝川市で起きた不

正受給を口実に、08年４月、局長通知によって災害

現場からの緊急搬送、離島などで症状が重い場合な

ど特殊な４つのケースに限定されました。それ以外

は例外扱いとされ、福祉事務所管内の医療機関に限

るものとされました。通知が出される前から、生活

保護の切り下げになる、打ち切られたら医者にかか

れないという厳しい批判と撤回を求める運動が起き

て、日本共産党の小池あきら参議院議員が国会で繰

り返し撤回を求めるなどして、その結果実施直後に、
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必要な是正措置を講じる、一律に支給を認めないと

いった誤った取り扱いをしないとする送り状が出さ

れていました。しかし、導入された制限を原則撤廃

するものではなく、地方によって運用にばらつきが

ありました。今回の通知は、認められるべき必要な

交通費が支給されない事案等が見受けられたとして、

08年の局長通知そのものを改正し、そのときにつけ

られた制限を原則撤廃するものであります。これは、

平成17年の滝川事件の問題もあって、国民の命を守

る基本が迷走して、局長通知、課長の送り状は、指

摘されてから見直すことによって生活保護申請等に

全国で誤差が出たことではないか。 
 その局長通知は、以下のものです。社援発第0312

第１号、平成22年３月12日。都道府県知事、指定都

市市長、中核市長殿。厚生労働省社会・援護局長。

生活保護法による医療扶助運営要綱についての一部

改定について（通知）。生活保護の医療扶助につい

ては、生活保護法による医療扶助運営要綱について

（昭和36年９月30日、第727号厚生労働省社会局長

通知）により取り扱われているところであるが、同

通知の一部を下記のとおり改正し、本日より適用す

ることとしたので、了知の上、その取り扱いに遺漏

のないように配慮されたい。医療扶助の移送費の給

付に関しては、平成20年４月１日に同通知を改正し、

移送費の給付範囲の明確化を図ったところであるが、

しかしながら本来通知しました一定の手順に従い、

個々の事案ごとにその内容を審査した上、移送費の

給付決定をするべきところ、改正の趣旨が徹底され

ず、画一的な取り扱いによって認められるべき必要

な交通費が支給されない事案等が見受けられたこと

や平成20年４月１日の通知改正以降の移送費の支給

実施等を踏まえ、改めて給付範囲及び給付手続等の

取り扱いの徹底を図ることとしたので、各自治体に

おいてはこの内容を踏まえ、適正な給付決定を行う

よう十分な配慮を願いたい。あわせて、移送費の給

付方針として、経済的かつ合理的な経路及び交通手

段の判断に当たっては、同一の病態にある当該地域

の他の患者との均衡を失しないようにすることを明

らかにしたところであり、この点についても運用上

考慮いただきたい。そういうものであります。 
 別添の新旧対照表、これはもう担当者にお渡しし

てありますが、１つ目に改正を行う趣旨であります。

医療扶助の通院扶助移送費については、通院移送の

不正受給事件等を踏まえ、通院移送費の給付範囲の

明確化を図る観点から、生活保護法による医療扶助

運営要綱についての一部改正についてを発出し、さ

らに局長通知の留意点を明らかにするために、医療

扶助における移送の給付決定に関する留意点を発出

し、これまで移送費に必要な最低限度の額としなか

った給付基準について、平成20年４月以降給付範囲

及び給付手続を明確化したところである。しかし、

その後一部自治体において、本来通知いたしました

一定の基準に従い個々の事案ごとにその内容を審査

した上で移送費の決定を行うべきところ、画一的な

取り扱いによって認められるべき必要な交通費が支

給されない事案等を踏まえて、課長通知を廃止した。

そして、改めて局長通知を改善し、給付の範囲及び

給付手続等の徹底を図るものである。 
 ２つに、改正のポイントですが、１つには実施機

関における個々の事案ごとに内容の審査が行われる

よう、画一的な取り扱いと誤解を与える文言につい

て以下の改正を行う。給付の範囲について、国民健

康保険の例による一般給付と同一によらない例外的

給付という給付範囲の文言については、区分せずに

並列列挙する。受診する医療機関について、福祉事

務所管内の医療機関に限るとしていたものを要保護

者の居住地等に比較的近距離に所在する医療機関に

限る等と修正。身体障害者、僻地等々、類似してい

た文言について修正、削除。交通費の負担が高額に

なる場合という表現の削除。２つ目に、支給決定の

判断に当たっては、同一の病態にある当該地域の他

の患者との均衡を失しないようにする方針を明示す

る。３、要保護者に対し、事前申請等、給付手続の

周知を図る等とあります。 
 ３つ目は、国の通院移送費に係る支給実績報告は、

①、平成20年９月（平成20年局長通知改正後）と平
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成19年９月（同通知改正前）の移送費支給状況調査、

平成20年９月（平成20年局長通知改正後）と平成19

年９月（同通知改正前）の移送費支給状況調査、各

年単月調査、区分として入院外の医療扶助人員、平

成19年９月、111万3,258人、そして20年９月は115

万4,195人、差し引きで４万937人ふえて、移送費の

支給回数について、平成19年９月、44万4,734回、2

0年９月、39万1,568回、三角の５万3,116回と減少。

移送費の支給人員、19年９月では４万6,985人、20

年９月では４万1,776人、三角の5,209人減少し、移

送費支給総額314億２万1,000円、20年９月では261

億９万9,000円、三角の５億2,902万2,000円減少し

ました。 
 ２つ目に、生活保護費負担金実績報告ですが、19

年度、移送費支給実績金額ですが、45億7,223万1,0

00円、移送費支給実績回数、19年度、157万4,271回、

20年度は355万7,024回。移送費の支給の実績の金額

の面では、40億9,104万円、三角、減っている。移

送費の支給の回数では、逆に198万2,553回、これは

ふえています。平成20年度の移送費支給実績回数は、

１人１回の乗車をもって１回とし、往復の場合２回

としている。19年度までは支給回数の定義が徹底さ

れておらず、実施機関によっては往復した場合の支

給回数を１回としていた場合もあると言われていま

す。当時の担当者は、移送費往復を１回と判断した

のではないか。国の制度上の負担実績報告では、移

送費支給実績回数、平成19年度と20年度の比較で5

0％を超える状況にありますが、当市はどのような

実績になるのか。前述のように移送費支給回数につ

いて国、道の指導で行っていると担当所管が言いま

すけれども、往復１回としていないか、全国集計で

は誤差が出ています。支給回数は往復も片道も１回

として、結果は要綱等の不徹底で支給するべき支給

額の減となっていないか。当市の対応、措置につい

て、平成20年９月と平成19年９月のそれぞれ局長通

知後と局長通知前の移送費支給状況調査、入院外医

療扶助人員、移送費支給回数、移送費支給人員、移

送費支給総額及び当市の生活保護費負担金実績報告、

移送費支給実績金額、移送費支給実績回数等につい

て一部認識が違っていないか、正確に対応している

か、現場で正しいとするならば、国の集計で誤差が

出るわけがないと思います。給付状況のお答えと報

告書を資料として提出していただきたいと思います。

このことをお伺いしておきます。 
 ②、ケースワーカーの過重労働について、私の資

料では、釧路市の生活福祉事務所のケースワーカー

のＯさん、46歳、ここ数年お酒を飲む日がふえた。

今はほぼ毎日、アルコール依存症ではないかと思う

ときもある。ストレスは大きく、2004年４月、受給

者がふえるにつれ退庁時間が遅くなり、当初は定刻

の５時20分、最近は８時過ぎだと言います。月の半

分は１日２ないし３名の家庭訪問、そうでない勤務

の日は収入変動に伴う支給額の計算、来庁者の対応

に忙殺される。さらに、保護申請の収入、資産の申

告調査が正しいか。準備する書類は、１件で70枚を

超える。申請受け付け後14日以内に準備、保護の開

始の是非を判断する。市のケースワーカーは59人、

１人当たり担当保護世帯数は102.5人、国の目安の8

0人を大きく超えるものでした。充足率は78.0％、

新年度は５人ふえるが、まだ11.6人不足だと言いま

す。全国でも同様、ケースワーカーは1996年、初め

て100％を切り、04年度は79.9％と下がった。 
 精神的負担も大きい。２年前、担当の受給者が首

つり自殺をしているのを見つけた。何日もふろに入

っていないという人と面談するときは、息が詰まる

と言います。火葬場で身寄りのない受給者の骨を拾

った同僚もいる。そんな苦労をしていても、市民の

目は厳しい。申請する世帯の収入が最低生活費を下

回れば受け付けるが、基準に合わない、どこ見て仕

事をしているのだという電話は珍しくないと言いま

す。滝川市の生活保護費不正受給事件のように暴力

団等の不正受給を許してはいけないが、忙しいから

といって本来必要な人に申請をさせない水際作戦を

やってはいけないとも思うと言っています。保護窓

口で相談した人のうち、実際に申請した割合、申請

率は07年度、釧路市は58.3％、道内35市では30から
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80％のばらつきがあるといいます。 
 法政大学の杉村宏教授は、公的扶助論担当ですが、

申請率は窓口の対応に影響される。低いところでは、

必ずハローワークへなどとすぐには申請させないよ

うにしていることも考えられると指摘しています。

保護率が低くなれば仕事量が減るが、周囲の目を気

にして無理して保護を抜ける人を見るのがつらい。

一方、何もせずお金をもらえる生活に安住する人も

いる。道新であります。私は、今日膨大な事務量と

煩雑な事務の中、くるくる変更、廃止、削除、改正、

通知等の中で相談、申請率、保護率等、調査書類は

14日以内で決定するために、深く相談を受けること

なしに、仕事を探してくださいなどと水際作戦対応

になっていないかお伺いするものであります。 
 道内35市のうち、赤平市生活保護申請率35.1、保

護率は最後から２番目の34.5、これをどう見るかで

あります。自損行為、平成19年、13件、20年度、24

件、21年度、13件とのことでありますが、年間自殺

者が市長答弁では数人いるということであります。

私は、ここに大きな危惧を感じます。失業や病気等

を苦にして自殺する市民、また若死に関連、仕事ア

ドバイスで52歳の男子が白骨で発見、赤歌署から報

告ありました。川へ飛びおりた等の市民の人を出し

てはならない。これは自己責任と考えるのか、お伺

いします。 
 1995年から15年で全国、全道の保護率と全道の保

護人員、09年12月現在、全道は全国の約２倍の水準

です。年々アップしています。パーミルで見るとど

うなるか、当市は平成元年度、人口２万216人、保

護世帯190、保護人員343、保護率16.9、予算額４億

4,917万、10年度、人口１万6,709、保護世帯230、

保護人員392、保護率23.5、予算額５億1,830万、20

年度、人口１万3,485、保護世帯311、保護人員457

人、保護率33.7、予算額６億7,848万。中空知管内

の生活保護率、1,000人当たりの被保護人数、パー

ミルが高齢、疾病、不景気で増加の一途をたどって

いる。保護世帯、人員の増加に伴い、自治体の財政

負担増等で財政硬直化の要因にもなっている。生活

保護費を含む扶助費は、公債費とともに義務的経費

のために、自治体の判断で削減することはできない

という報道もあります。しかし、憲法第25条や自治

体への仕事の基本、地方自治法第１条の２と比較し

て乖離があるのではないか。当市のケースワーカー

の受け持ち、約80人といいますが、首切られた、 

職も尽きた、これが１回目の申請で仕事を探してく

ださいと一言で帰された。まさに構造的な水際作戦

ではないか。正しく迅速な申請処理のために、住民

の命を守る十分な体制に不足を来していないか。対

応に人的な充足が必要ではないか。10年３月５日、

道新の報道による。以上についてお考えをお伺いい

たします。 
 大綱２、自治体病院について、自治体病院、その

公共性の復権について。自治体問題研究所発行の資

料によりますと、坂総合病院名誉委員長、村口至氏

の資料です。この１節から、教育現場での自殺事件

で教育長、校長がテレビで謝罪があるけれども、近

年多い問題、孤独死、孤老死、私の近くにも入院し

た翌日死亡等、不幸な事件では首長の謝罪はないと

言われます。村口氏は、自治体病院を消滅に追い込

む改革ガイドラインは、全国自治体病院の比較、対

応策を見ると、数年後には半数にも及ぶ自治体病院

は従来の自治体立ではなくなっているか診療所化し

ていることが予測されると言います。そして、並行

的に採用された厚労省の医療法人改革答申は、自治

体病院の受け皿として非営利民間病院としての社会

医療法人を既に準備をしていると言います。 
 自治体病院が経営的に行き詰まっているのは、今

日日本における全病院に共通している現象であり、

その主要な原因は低診療報酬政策と医師数抑制政策

にあることは国民だれにでも明らかになったと言え

ます。本論ではこの点を前提にしつつ、改革ガイド

ラインを問題にしたいと言います。このガイドライ

ンは、自治体財政再建法を受け、経営再建を最大の

目標にしているために、このガイドラインは政策医

療を無視した一路民間化路線、つまり民間を見習え

と努力すればするほど民間病院にたどり着くという
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自家撞着の軌道に自治体病院を追い込んでいってい

ると言います。 
 歴史的な政権交代がなされたとはいえ、期待外れ

の政治が続いているだけに、どのようにして自治体

病院を守り、そのことを通じて地域医療の公共性を

維持発展させるかが国民的な課題となりますと言え

ます。自治体病院を追い込んでいる２つの施策につ

いて総務省の改革ガイドラインでは、2012年までに

はその経営を次の４つのパターンのいずれかに移行

することを求めたと言います。①、地方企業法全部

適用に地方独立行政法人化、３、指定管理者制度、

４、民間移譲売却である。このガイドライン作成に

は数回の公立病院改革懇談会が開催されていますが、

公開された審議議事録を見ると、全国自治体病院協

議会、小山田恵会長の意見陳述はあるけれども、議

論としては地域医療の公共性や自治体病院の使命に

関するものは全くなく、自治体病院の赤字の政策的

背景についての分析もされていない。冒頭から一貫

して民ができることは民へという政策的意図が貫か

れている。つまり我が国から自治体病院が消えるこ

とへの何らの考察もされない。驚くべき状況であり

ますと言っています。 
 先述した厚労省の医療法人改革の2005年７月、医

療経営の非営利性に関する検討会報告書では、①、

医療供給体制は民間非営利医療法人が中心、２、効

率的医療経営では医療法人と公的医療機関の違いは

ないとして、公的病院も民間並み経営の効率性を求

める、３、公益性の高い医療サービスを明確化して、

それを担う新たな医療法人制度確立、４、都道府県

は自治体病院経営の直接的な責任から調整、監視等

の機能的役割、これはルールの調整、安全性確保等

へ転換するとしており、よって自治体病院の将来像

として公共性の高い医療をする医療法人へ移行させ

る、そして県立病院を廃止して都道府県の役割を指

導、監督等間接的なものに後退させることは、極め

て重大であり、見過ごせないと言います。 
 この報告書は、2003年３月、これらの医業経営の

あり方に関する検討会最終報告や2004年11月、公益

法人制度改革に関する有識者会議報告等の先行作業

を受けています。そこでは、製品部門や市場経済を

中心とした民間営利部門だけではさまざまな社会の

ニーズへの対応が困難になりつつあるとして、機動

的な対応が構造的に難しい製品部門や株主求める高

い収益率を求められる民間営利部門では国民が求め

る医療サービスを初めとした社会ニーズに十分に対

応できないため、個人や法人の自由で自発的な民間

非営利部門による公益的活動が果たす役割と、その

発展を図ることが重要である。検討会議の初め、２

として、民間非営利部門を社会システムの中に積極

的に位置づけ、民意を反映して公益性を縦割りでな

く統一的に判断する透明性の高い新たな仕組みを構

築すると述べていると言います。市場から問題性を

分析、考察することなく、医療機関を市場競争とい

う経済システムの中に置き、民意を反映して公益性

を高める新たな仕組みの民間病院はどのように存在

し得るのかを描くことをせず、極めて無責任な提言

となっています。以上の一連の政府の作業は、自治

体病院を非営利の民間病院化し、その受け皿として

公益性を想定していることを示しています。 
 自治体病院の実態は、１、医師不足の現状、医療

法上の維持病院は27％、運営上の医師不足54％、半

数以上の病院が実態として医師不足である。その結

果、直近の３年間、病床稼働率70％未満の病院は1

4％となっています。２つ目に、②ですが、病床削

減、無床化について、実施５％、決定済み11％、検

討中17％、計33％の病院が進めています。これは、

稼働率70％未満の病院の14％を大きく上回っている

と言います。③、診療所化、閉院について、200床

未満の病院、④、経営形態の見直し、これを決定、

検討の病院59％、内訳、公営企業法全部適用33％、

独法化は大企業病院が多く、独法化公務員型７％、

非公務員型18％、この分析結果は①、過半数の病院

で医師不足であるという医師の労働実態があること

が示され、一方で②、医師体制上の問題を超える数

字で、経営形態の見直しが進んでいることも示され

ています。そして、③で、数年後には49床以下の病
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院でも２割以上が診療所化していくことが差し迫っ

ている。④、大規模病院も含めて民間譲渡は指定管

理者制度、独法等企業的な形態に過半数が転換する

ことにより広域的地域医療に与える影響は、はかり

知れない。自治体病院の占める全国の病院の中での

比率は高くなくても、その使命である医療の公共性

の後退、日本の地域医療の本来的あり方として深刻

な社会問題として露呈するに違いないと述べていま

す。 
 公共性を確立するには、自治体病院が数年後にか

なりの程度影を薄くする。しかし、危機感は地元住

民のものにとどまっていると言います。改革ガイド

ライン対応の多くの自治体首長さんは、安易に民営

化方向へ流れ、腰砕けとしか見えないのが残念だと

言います。全自治体病院がガイドラインに示す方向

に計画しなければならない強制力はない。厚生労働

大臣の国会答弁があります。また、少数の自治体長

であるが、ペナルティー課せられても療養病床の削

減には応じないと言う方もいることは、励まされる

と言います。総務省の自治体病院攻撃になぜこれま

でに弱いのか、地方自治体の財政危機があることを

国民が認識していること、一方自治体病院がなくて

も民間病院の肩がわりがあるとたかをくくっている

様子がうかがえると言います。自治体病院の機能や

存在が民間病院と変わらないと認識しているからで

はないだろうか。ガイドライン対応の政策案を見て

も民間病院に学べとなっている。努力の結果が限り

なく民間病院化するという皮肉な自己矛盾の方程式

に取り込まれる姿にしてしまうのではないか。なぜ

そうなるのか、自治体病院が民間病院に対して市民

との関係で絶対性を示し得ないのはなぜか、考察し

なければならないと言います。自治体は、住民の福

祉のためにある。地方自治法第１条の２、村口至氏

は冒頭で、地元首長に最終責任があることを明確に

し得ない。成人病検診の結果は個人に返すだけ、公

衆衛生行政に生かしていない行政機構、保健、医療、

介護、福祉の担当課が分離し、情報の一元化がなさ

れていないために、住民の健康にしても健康で文化

的な生活が総合的に保障されていない現実、健康に

暮らすのは個人責任となるのか、伺うものでありま

す。 
 また、これら住民の保健、医療、介護、行政組織

機構と無関係に位置している自治体病院の存在、自

治体病院が民間病院と比べて市民との関係で絶対的

存在になり得ていないと言います。自治体の保健、

医療、介護、福祉政策がしっかり位置づけられてい

ないと言います。特にこのような視点から行政と自

治体病院の関係を見直しつつ、自治体病院独自の改

革プランは団体代表、内部中心、コンサルタント等

参加を得て作成されているが、肝心の労働者が排除

されていることではないか、伺うものであります。 
 過去には労働組合自身による病院改革の貴重な実

践があるが、ここからも大いに学ぶことがあるので

はないか。いずれも公務員、労働者です。自治体病

院の労働者は病院への配属期間が二、三年の短さが

問題の一つだけれども、逆にそれだけ医療以外の問

題も認知しているという有利さを持つ。それは、他

の部門に配属になっている労働者にも言えることで

あろう。この点は、他の民間、その他の病院にはな

い有利さであるはずだと言います。労働組合は、そ

のような点も視野に入れて、病院の現状分析や課題

設定を試みることはできないだろうか、地域住民の

中に入り、先頭に立つのも労働組合ならではの役割

であろうと述べています。病院に働く医師たちは、

そのような組織全体の動きや市民、住民の動向に敏

感であり、それらに励まされ、自覚的で積極的なエ

ネルギーを発揮するに違いないとも言います。労働

組合としても医局に入り、医師一人一人と向き合う

ことで必ずや協力、共同の関係を築けるはずである。

地域医療の公共性をいかにしっかりとしたものに再

構築するかという大局に立った自治体労働者の奮闘

に期待したいとうたっています。 
 そして、村口氏は、１、理論の基本は患者と医療

者の共同の営みで成り立つと言い、この基本に立っ

て双方向から現場を見直し、改善、工夫の一歩を踏

み出すこと、２、自治体病院の地域医療における基
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本的役割、論議を全職場で大いに進めること。地域

の同業者、保健、介護関係者からの意見聴取に足を

踏み出すこと、３、当該自治体の医療、介護、福祉

関係部門の職場全体会議で地域の課題について協議

する議論をすること、その際住民の個別情報の一元

管理の視点からの行政機構の見直しについて議論し

てほしいと述べています。４、労働組合は、医局員

との対話を避けないこと、医師たちは語りかけられ

ることを待っているとも語っています。力を合わせ、

地域医療の公共性を守り、推進するためにイニシア

チブを発揮してほしいと提言しています。 
 以上についての見解をお伺いをしたいと思います。 
 大綱３、教育問題について、①、北海道教育委員

会の赤平高校適正配置計画案について、６月１日、

平成23年から25年までに空知北学区、赤平高校全日

制普通科の平成25年度募集停止案が示されたのであ

ります。道教委は、夏の地域別協議会で地域の声を

聞くことを決めた。しかし、一たん道教委が案を発

表したら、復元したためしがない、これが実情だと

言います。国の教育予算削減が続いたこと、教員採

用必要を認めておきながらふやさない。できる子、

できない子の教育選別、学校荒廃の発生、家庭経済

困難等があるのではないか。平成17年度の通学区域

改正で空知北学区になったが、地元中学生が他市町

に流れたことで赤平高校入学者が激減、これにより

１間口になったものだというものですが、この危機

感の中で市教委関係者の精力的努力によって18、19、

20年度は倍以上に回復、また21年、22年度は赤平高

校１年、１間口40定員、辛うじて過半数になったと

報じられています。 
 私は、赤平高校のよさを訴えることはもちろん、

高校を目指す過程で何が原因か、どんな分析をして

いるのか。平成22年４月、赤平市中学生、３年生88

名、２年生が81名、１年生が75名、小学生、６年生

84名、５年生77名、４年生86名、３年生87名、２年

生が81名、１年生が68名、以上のように年平均80人

を超す生徒がおります。次年度から１間口40人定員

に達するときに、高校存続可能かお伺いします。赤

平の教育とまちづくりを左右する重大な問題です。

この事態を国や道に支援を求めつつ、赤平高校を住

民とともに学び、教育向上を目指すために負担軽減

対策が必要ではないか。例えば赤平高校存続のため

に赤平高校通学生に通学助成など、赤平駅から赤平

高校まで定期券、月5,490円のうちせめて50％等支

援できないかお伺いするものであります。 
 ２、北海道教育委員会による教育における法令等

違反に係る情報提供制度導入について、北海道教育

委員会は、教職員の服務規律などの実態に関する調

査に続き、標記の制度を導入しようとしています。

その制度は、道民、児童生徒の保護者、地域住民、

教職員などから学校運営及び服務に関し、法令、教

育公務員特例法第18条や学習指導要領に違反する行

為が行われ、またまさに行われようとしている旨を

道教委に情報提供させる制度ではありませんか。こ

の制度は、全道のすべての学校の教育活動、すべて

の教職員の教育活動はもとより、教職員の思想信条

まで道教委の構造的な監視下に置くもので、しかも

その手法として情報提供、すなわち密告を求めると

いう憲法にも教育の条里にも反するものです。 
 この制度を実施されれば、各学校や教職員、市町

村教育委員会が地域や子供、生徒の実態に即して自

主的に教育を行い、諸課題を解決することを困難に

し、学校教育が効果的かつ円滑に行われる土台であ

る地域住民、保護者と学校、各市町村教委、さらに

教職員相互の信頼関係に基づく協力、共同を阻害し、

学校教育に困難を持ち込むことになります。学校の

教職員が子供、生徒より道教委の顔色をうかがうよ

うになれば、最大の被害者は子供、生徒であり、保

護者であります。学校と教職員を情報提供というお

どかしで管理、統制しようとする道教委のやり方こ

そ教育行政の役割を逸脱したものと言わざるを得ま

せんが、道教委が言う学校運営の適正化、学校教育

に対する道民の信頼、これを根底から破壊するもの

です。また、この制度は、教職員の政治活動違反と

思われる行為についても情報提供を求めており、憲

法に保障された思想信条の自由とそれに基づく正当
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な政治活動を抑圧し、基本的人権を侵害するもので

はないか。この点でも、今回実施しようとしている

情報提供制度は憲法上からも容認できるものではな

いものではないか。 
 以上の点から、道教育委員会が速やかに学校教育

における法令違反等に係る情報提供制度に関する要

綱案及び制度の実施を撤回することを求めるもので

はないか。なお、この問題について６月16日の新聞

報道では、法令違反に限り、保護者からの情報提供

は撤回すると報道がありました。これは、道民から

の大きな批判の結果ではないでしょうか。まさに憲

法違反の制度提案そのものが間違いだと思います。

今後このような事態があってはならないと思います

が、ご見解をお伺いをしたいと思います。 
 １回目の質問を終わります。 
〇議長（獅畑輝明君） 伊藤社会福祉課長。 
〇社会福祉課長（伊藤嘉悦君） 大綱１、生活保護

問題について、①、生活保護、移送費についてお答

えいたします。生活保護制度は、国が定めた最低限

度の生活を保障する制度でありまして、このことか

ら療養に必要な必要最小限度の日数についての通院

交通費、いわゆる移送費の給付を行っております。

平成19年の移送費の不正受給事件により、医療扶助

運営要綱の一部改定が行われてきたところではあり

ますが、改正の趣旨が徹底されず、画一的な取り扱

いや認められるべき必要な交通費が支給されない事

案が見受けられたことから、改めて給付範囲及び給

付手続等の取り扱いの徹底、個々の事案ごとにその

内容を審査した上で給付決定をすべき等の通知がさ

れたところであります。当市の移送費の給付に当た

りましては、移送の給付要否意見書を該当医療機関

からいただきながら、個々の具体例について精査す

ることにより適正に対応しているところであります。 
 ②、当市の通院費に係る支給実績報告についてお

答えいたします。通院移送費の回数につきましては、

平成19年度までは１通院１回として算定しておりま

したが、平成20年度からは国の通知により、１乗車

を１回として算定しております。また、実績により

支給しているため、回数の数え方によって支給額が

変わるものではありませんので、支給額減とはなっ

ておりません。また、平成19年９月と平成20年９月

との移送費支給状況ですが、入院外医療扶助人員は

平成19年９月で395人、平成20年９月で360人、移送

費支給回数は平成19年９月で284件、平成20年９月

で141件、移送費支給実人員は平成19年９月で25人、

平成20年９月で６人、移送費支給額は平成19年９月

で17万3,050円、平成20年９月で７万円となってお

ります。支給人員で19人の減となっておりますが、

これは平成20年７月より移送費の支給には該当医療

機関の移送費の給付要否意見書の提出が要件となり

ましたことから、医療機関からの意見書の提出がお

くれたことにより支給人員の減となったものと考え

られます。なお、意見書の提出後、速やかに移送費

の支給は行っております。また、年間の支給実績で

すが、平成19年度で1,880件、199万2,970円、平成2

0年度では3,862件、118万2,940円となっております。

回数につきましては、先ほども申しましたとおり、

平成19年度では１通院を１回とし、平成20年度では

１乗車を１回として算定しております。なお、通院

移送費に係る支給実績については、後ほど資料とし

て提出させていただきます。 
 ③、ケースワーカーの過重労働についてお答えし

ます。まず、事務煩雑、事務量増大の中、水際作戦

対応になっていないかとのご質問でございますが、

生活保護の相談の中で生活実態を把握し、助言やア

ドバイスを行っており、相談のみで終わり、生活保

護に至らなかったケースも多くありますが、自立が

困難な要保護者に対しましては申請を受け付けてお

り、申請を受け付けないいわゆる水際作戦というよ

うな対応は行っておりません。次に、自殺について

のご質問ですが、生活困窮者に対しましてはセーフ

ティーネットとしての生活保護制度の利用、そのほ

かにつきましては講演会や広報、パンフレット等を

通じ、自殺予防の啓発活動を行っているところであ

ります。 
 次に、ケースワーカーの人数ですが、ケースワー
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カーの人数につきましては社会福祉法第16条第２項

に、市の設置する事務所にあっては被保護世帯数の

数が240以下であるときは３とし、被保護世帯数が8

0を増すごとにこれに１を加えた数と定められてお

ります。つまりケースワーカー１人の受け持ち世帯

数はおおむね80世帯が標準とされております。当市

におきましては、平成22年４月で被保護世帯数は32

0世帯で、ケースワーカーは４名配置されており、

１人当たりの平均受け持ち世帯数は80世帯となって

おり、適正配置となっております。 
 以上、ご理解賜りますよう、よろしくお願いいた

します。 
〇議長（獅畑輝明君） 實吉病院事務長。 
〇市立赤平総合病院事務長（實吉俊介君） 大綱２、

自治体病院問題について、①、自治体病院の公共性

復権についてお答えいたします。 
 当市立病院は、市民の命を守る、地域医療を担う

大切な中核施設であり、当市における地域医療の中

心的存在であります。市民の健康保持のために、そ

の医療を守ること、病院を存続させていくことは自

治体の重要な責務であるとともに、その公共性も十

分認識しているところであります。これからもこの

地域医療を維持するために、市民の皆さんのご理解、

ご協力をいただきながら、今後も病院存続に向け努

力してまいります。また、引き続きこれからも市民

の皆さんのご意見を拝聴し、参考としながら、医療

を取り巻く各分野の方々とともに共通の課題を認識

し、職員各自の責任を果たすとともに、その意識改

革に努め、みずからの病院はみずからが守るを目標

に、安定的な病院運営を目指してまいります。あわ

せて、本年３月に策定し、ご承認いただきました市

立病院経営健全化計画につきまして、その達成を第

一の目標に置き、病院改革と健全な経営体質への改

善を目指し、進めてまいりたいと存じますので、ご

理解賜りますようよろしくお願い申し上げます。 
〇議長（獅畑輝明君） 相原教育課長。 
〇教育課長（相原弘幸君） 大綱３、教育問題につ

いて、①、北海道教育委員会の赤平高校適正配置計

画案についてお答えいたします。今回の北海道教育

委員会による公立高等学校配置計画案の発表につい

ては、市教委としても大きな戸惑いを覚えておりま

す。昨年の志願者が22名という結果を受けて、道教

委に対して存続のための要望行動を行っておりまし

た。同時に、本年春の卒業者が20名ほど増加するこ

とから、市長、教育長、赤平高校長による市内中学

校に対してのＰＲ活動と進路指導の強化、広報での

チラシ配布やポスター掲示など、志願者確保のため

に努力してきたところですが、前年に引き続き定員

の半分程度の志願者にとどまったことは衝撃であり、

赤平高校のよさをアピールし切れなかった結果に大

変残念な思いを持っております。 
 地元高校でありながら思うように志願者を確保で

きなかった原因としては、やはり平成17年の学区改

正により志願者が激減し、１間口校になってしまっ

たことが大きな痛手でありました。１間口となりま

すと、生徒確保にも学校活動にも少なからず制約が

出てまいります。市内の中学校では、学校統合によ

り在学生徒が多くなり、勢い部活動や各種学校活動

が活発になってきております。子供が高校生活を考

えるとき、やはり多くの友人と部活動などで学校生

活を謳歌したい、させたいと思う子供や保護者がい

ることは否定できない事実であります。また、赤平

の地理的な利便性が逆に近隣の高校への通学が容易

であるということも大きな要因であると考えている

ところです。市教委では、地元にあって通学に便利

な高校であって、経済的にも時間的にも余裕ある学

校生活と少人数によるきめ細かな指導が可能である

などの利点をアピールしていましたが、多くの理解

を得るに至らなかったことは残念でなりません。 
 今後は、話し合いの場であります中高教育推進委

員会で議論を行って、地元高校の存続のための方策

について協議してまいりますが、道教委に対しまし

ても地元高校の存在意義を主張してまいりたいと考

えておりますので、ご理解賜りますようお願いいた

します。 
 次に、②、北海道教育委員会による教育における
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法令等違反に係る情報提供制度の導入についてお答

えいたします。今回の制度導入にかかって危惧する

ところは、議員ご指摘のとおりであります。学校や

教職員が道教委の顔色をうかがう職場環境は本末転

倒で、教育公務員として悲劇であり、子供を中心に

据えた教育活動を掲げる本市の考えにも逆行するも

のであります。しかし、公立学校職員は公務員であ

るため、その公共性の確保の観点から政治活動等に

一定の規制がかけられていることは、法律の定めの

あるとおりであります。仮に法律違反の行動があれ

ば、厳正に対処しなければならないことは当然であ

り、それがこの制度の趣旨の一つになっていると理

解しております。また、この制度は、通報者の責務

についても規定がありますことから、法令違反行為

への通報に対する一定の歯どめを持つものと考えて

いるところであります。いずれにしましても、職場

の人間関係を損なうことなく、また密告社会に陥ら

ぬよう、子供を中心に据えた職場環境を構築するた

め、運用に当たっては慎重に対処してまいりたいと

考えておりますので、ご理解賜りますようお願いい

たします。 
 以上でございます。 
〇議長（獅畑輝明君） 宍戸忠君。 
〇４番（宍戸忠君） 〔登壇〕 生活保護問題のケ

ースワーカーの問題について、北海道は全国の２倍。

全国的にも、特別区議会議長会というのがありまし

て、そこでもこの問題取り上げています。生活保護

制度の改善要望書も出ています。自治体が支出する

生活保護事務にかかわる賃金について、すべて国が

負担することなどが言われています。日本弁護士会

連合会の生活保護改正要綱も出ています。これも、

１つにはケースワーカーの必要人数の法定数を都市

部は60人に１人と、郡部は40人に１人とすると、こ

ういう改正案も提案しております。このように、こ

こだけではこの問題は解決しませんが、本当に厳し

い不況状況の中で、住民の命を守るこの部分につい

ては真剣に考えていかなければならぬということが

今全国的にも提案がされています。資料を後でお届

けしたいと思うのですが、こういうふうにして改善

求めています。しかし、当市としてもできる限り水

際作戦などがないように、ないというふうに言って

いますけれども、そういう場面もたまたまあるよう

に聞きますので、そういうことのないように呼びか

けていただきたいと思います。 
 また、公立病院につきましては、努力すればする

ほど民営化するという方向になるというふうにこの

教授は分析しています。公共性を守るという観点で

市長はどういうふうに考えているのか、一言お聞き

したいと思います。 
 教育の問題で、40名を超した人数になると２間口

になるのか、その辺を確認しておきたいなというふ

うに思います。 
 以上、よろしくお願いします。 
〇議長（獅畑輝明君） 高尾市長。 
〇市長（高尾弘明君） 病院の公共性の問題であり

ますが、はっきり申し上げます。なぜここまで私ど

もが苦労して、多額の繰出金を捻出して病院を守ろ

うとしているのか。それは事務長が冒頭申し上げま

したように、自治体の大切な責務であるという、こ

ういう立場にあるから、血を流して努力しているわ

けであります。先ほどさまざまなご見解ございまし

た。それは、どなたかおっしゃることでありまして、

全国的な傾向でございまして、私どもは従来どおり

市立病院としてやっていこうと、こういうかたい意

志のもとにやっておりますので、ぜひご理解をいた

だきたいと思います。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 渡邊教育長。 
〇教育長（渡邊敏雄君） その年度に40名定員のと

ころ志願者が41名になったという場合は、それは１

間口の40名定員で計算されます。ただ、40名を超え

る事態が何年か続いたときに、今回の芦別高校の例

もあるのですが、道教委の判断で、恒常的にここ数

年40名を超えるというふうな状況になったときに適

正配置計画で２間口の可能性が出てくるということ

でございます。 
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〇議長（獅畑輝明君） 宍戸忠君。 
〇４番（宍戸忠君） 〔登壇〕 市長から、まさに

命がけで市民の命を守る病院を、その姿勢がうかが

われました。私もそういう立場で見守っていきたい

なと思っていますし、力を上げていきたいと思って

います。そういう決意をお聞きしまして、市民の命

を守る、このことでは本当に全国にも前進的な部分

だと一定の評価をするものであります。そういう意

味で、全力挙げて諸課題について力を合わせていき

たいと思っていますけれども、本日の質問について

のご答弁、以上で終わりたいと思います。ありがと

うございました。 
〇議長（獅畑輝明君） 以上をもって一般質問を終

了いたします。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 日程第４ 議案第338号赤

平市課設置条例の一部改正について、日程第５ 議

案第339号赤平市税条例の一部改正について、日程

第６ 議案第342号赤平市火災予防条例の一部改正

について、日程第７ 議案第346号工事契約の締結

についてを一括議題といたします。 
 本案に関する委員長の報告を求めます。総務文教

常任委員長、五十嵐美知さん。 
〇総務文教常任委員長（五十嵐美知君） 〔登壇〕

 審査報告を申し上げます。 
 平成22年６月15日、総務文教常任委員会に付託さ

れました議案第338号赤平市課設置条例の一部改正

について、議案第339号赤平市税条例の一部改正に

ついて、議案第342号赤平市火災予防条例の一部改

正について、議案第346号工事契約の締結について、

以上４案件につきまして、多数意見者の署名を付し

て報告いたします。 
 審査の経過、平成22年６月16日、委員会を招集し

て審査いたしました。 
 委員会の決定は、いずれも全会一致で原案どおり

可決であります。 
 ご審議のほどよろしくお願いいたします。 
〇議長（獅畑輝明君） これより、一括質疑に入り

ます。質疑ありませんか。 
（「なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） 質疑なしと認めます。 
 これをもって、質疑を終結いたします。 
 これより、一括討論に入ります。討論ありません

か。宍戸忠君。 
〇４番（宍戸忠君） 〔登壇〕 議案第339号赤平

市税条例の一部改正について、日本共産党赤平市議

会議員として反対の討論をいたします。 
 この条例は、３月24日、参議院本会議の議決によ

り2010年度地方税法等の一部を改正する法律案が可

決、成立し、４月１日から施行されました。同時に、

地方交付税法等の一部改正案も成立いたしました。

１、15年連続する地方財政の財源不足は、従来の行

政制度の改正では限界であることを示しています。

しかし、今回の改正では、地方交付税の法定率引き

上げは行われません。さらに、財源不足のうち、10

兆7,760億円を国と地方で折半すること、これは旧

政権時代の合意である折半ルールを引き継いだもの

であります。これでは、地方財源不足に対する国の

責任を果たしたとは言えません。地方税制でも、も

ともと民主党のマニフェストにもなかった個人住民

税の年少特定扶養控除の廃止、縮減を行い、過去最

大規模の増税をもたらしました。子ども手当の月額

２万6,000円支給の保証がないにもかかわらず、増

税となる個人住民税の扶養控除等の廃止は恒久措置

とされました。その上、その影響を是正する具体的

な措置はいまだに示されていません。また、期限つ

きで税負担の軽減を定めた特例措置の見直しでは、

国民不在、大企業優遇の政策誘導を拡充、恒久化、

証券優遇税制も継続する内容となっています。また、

国民健康保険税の減額措置、非自発的失業者への負

担軽減措置、生命保険料控除の改正等、共産党が要

求してきたものはありますが、この法律改正は７本

丸抱えのために、一本でも現在、将来国民に苦難を

求めるものであれば許せるものではありません。 
 よって、反対するものであります。皆さんのご賛

同をお願いして、討論といたします。 
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〇議長（獅畑輝明君） ほかに討論ありませんか。 
（「なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） 討論なしと認めます。 
 これをもって、討論を終結いたします。 
 これより、最初に討論のありました議案第339号

赤平市税条例の一部改正についてを採決いたします。 
 本案に対する委員長の報告は原案可決であります。 
 本案は、委員長の報告どおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。 
（賛成者起立） 

〇議長（獅畑輝明君） 起立多数であります。 
 よって、本案は委員長の報告どおり決定されまし

た。 
 次に、議案第338号、第342号、第346号について

一括採決をいたします。 
 本案に対する委員長の報告は原案可決であります。 
 本案は、委員長の報告どおり決することにご異議

ありませんか。 
（「異議なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） ご異議なしと認めます。 
 よって、本案は委員長の報告どおり決定されまし

た。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 日程第８ 議案第340号赤

平市国民健康保険条例の一部改正について、日程第

９ 議案第341号赤平市共同浴場設置条例の一部改

正についてを一括議題といたします。 
 本案に関する委員長の報告を求めます。社会経済

常任委員長、宍戸忠君。 
〇社会経済常任委員長（宍戸忠君） 〔登壇〕 審

査報告を申し上げます。 
 平成22年６月15日に社会経済常任委員会に付託さ

れました議案第340号赤平市国民健康保険条例の一

部改正について、議案第341号赤平市共同浴場設置

条例の一部改正について、以上の２件について多数

意見者の署名を付して報告いたします。 
 審査の経過、平成22年６月16日、委員会を招集し

て審査いたしました。 

 審査の結果、議案２件について全員一致をもって

原案可決と決定した次第であります。 
 ご審議のほどよろしくお願いいたします。 
〇議長（獅畑輝明君） これより、一括質疑に入り

ます。質疑ありませんか。 
（「なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） 質疑なしと認めます。 
 これをもって、質疑を終結いたします。 
 これより、一括討論に入ります。討論ありません

か。 
（「なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） 討論なしと認めます。 
 これをもって、討論を終結いたします。 
 これより、議案第340号、第341号について一括採

決をいたします。 
 本案に対する委員長の報告は原案可決であります。 
 本案は、委員長の報告どおり決することにご異議

ありませんか。 
（「異議なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） ご異議なしと認めます。 
 よって、本案は委員長の報告どおり決定されまし

た。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 日程第10 議案第347号平

成22年度赤平市一般会計補正予算、日程第11 議案

第348号平成22年度赤平市国民健康保険特別会計補

正予算、日程第12、議案第349号平成22年度赤平市

介護保険特別会計補正予算を一括議題といたします。 
 本案に関する提案理由の説明を求めます。伊藤企

画財政課長。 
〇企画財政課長（伊藤寿雄君） 〔登壇〕 議案第

347号平成22年度赤平市一般会計補正予算（第１

号）につきまして、提案の趣旨をご説明申し上げま

す。 
 平成22年度赤平市の一般会計補正予算（第１号）

は、次に定めるところによります。 
 第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

1,091万4,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳



- 84 - 
 

入歳出それぞれ87億2,462万7,000円といたします。 
 第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当

該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は、「第１表 歳入歳出予算補正」によります。 
 次に、事項別明細書によりご説明申し上げます。

４ページをお願いいたします。最初に、歳入であり

ますが、款14道支出金、項２道補助金、目６総務費

道補助金、節２総務費道補助金の地域づくり総合交

付金の地域再生加速事業費として180万円の増額で

ありますが、昨年度まで道が実施しておりました地

域チャレンジ交付金と地域政策総合補助金が北海道

地域振興条例の施行にあわせて平成22年度から地域

づくり総合交付金として一本化され、その中の地域

再生に意欲的に取り組むプロジェクトの地域再生加

速事業に当市は地域資源活用プロジェクト事業とし

て総額200万円の申請を行っておりましたが、６月

１日付で採択の通知を受けたため、補正するもので

あります。交付率は10分の10以内となっております

が、このたびは申請件数が多かったために、10分の

９の交付率となっております。同じく、北海道消費

者行政活性化事業費として128万7,000円の増額であ

りますが、消費相談員の研修並びに市民講座を開催

するための経費に充当するものであります。 
 款18繰越金として752万7,000円の増額であります

が、今般の補正による歳入歳出の差し引き不足額を

繰越金として見込まれる額の一部をもって調整する

ものであります。 
 款19諸収入、項５雑入、目２雑入、節19健康づく

り推進事業助成金として30万円の増額でありますが、

北海道健康づくり財団からの健康づくり推進地域支

援事業助成金を財源として、健康セミナー等を開催

する経費に充当するものであります。 
 ６ページをお願いいたします。次に、歳出であり

ますが、款２総務費、項１総務管理費、目３電算管

理費、節11、消耗品費として18万7,000円の増額で

ありますが、サーバーに対応するウイルス対策のソ

フトを購入するものであります。同じく、節18備品

購入費として25万円の増額でありますが、庁舎内の

パソコンで用いる画像編集ソフトなどはこれまで企

画財政課及び建設課に設置されておりますが、庁舎

内全体で共用できるよう、必要なソフトを購入し、

総務課に設置するものであります。 
 同じく、目９企画費、節11需用費として23万7,00

0円の増額でありますが、移住、定住ＰＲ用のパン

フレットを2,000枚に増刷するもので、地域づくり

総合交付金を充当するものであります。 
 同じく、目13交通安全費、節１報酬として３万2,

000円の増額でありますが、交通指導員が１名増員

されたことによるものであります。 
 同じく、目14市民生活費として128万9,000円の増

額でありますが、職員の研修参加のための旅費とし

て５万9,000円、消費者の教育並びに啓発グッズの

消耗品費として46万2,000円、消費相談員の講座参

加費用として47万2,000円、市民講座費用のプロジ

ェクター並びにスクリーン等の備品購入費として29

万6,000円となっております。なお、これらの経費

につきましては、全額北海道消費者行政活性化事業

費補助金が充当されるものであります。 
 ８ページをお願いいたします。同じく、項３戸籍

住民基本台帳費として５万2,000円の増額でありま

すが、パスポート関連書類を保管するためのロッカ

ーを購入するものであります。 
 10ページをお願いいたします。同じく、項４選挙

費、目１選挙管理委員会費として129万6,000円の増

額でありますが、４月１日付の人事異動により嘱託

職員から臨時職員へ切りかえたことによる賃金であ

ります。 
 12ページをお願いいたします。款３民生費、項３

生活保護費、目１生活保護費として18万1,000円の

増額でありますが、４月１日付人事異動に伴い、社

会福祉主事資格の認定を受けるため、職員１名分の

旅費並びに負担金を計上するものであります。 
 14ページをお願いいたします。款４衛生費、項１

保健衛生費、目２生活習慣病予防費として30万円の

増額でありますが、健康セミナー開催に伴う講師謝

礼、パンフレット作成のための消耗品費及び印刷製
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本費、講師派遣手数料などを計上し、全額健康づく

り推進事業助成金が充当されるものであります。 
 16ページをお願いいたします。款４衛生費、項２

清掃費、目３し尿処理費として29万4,000円の増額

でありますが、浄化センターの給水管漏水による修

繕料であります。 
 18ページをお願いいたします。款７商工費、項１

商工費、目１商工業振興費として80万円の増額であ

りますが、10月に開催を予定しております（仮称）

産業フェスティバルの開催に伴う講演会の講師謝礼

として50万円、ＰＲ用ポスター並びにチラシの印刷

費として18万円、チラシ折り込み料として２万円を

計上するもので、地域づくり総合交付金が充当され

ます。また、補助金として10万円の増額であります

が、店舗近代化促進事業補助金として現在３者から

の申請が見込まれるため、不足額を補正するもので

あります。 
 同じく、目２観光費として100万円の増額であり

ますが、観光を含めた赤平のイメージポスター制作

費の印刷製本費として50万円、フラワーヒルズ・コ

ミュニティ広場に設置されております市内案内看板

を片面から両面利用に切りかえ、更新するための委

託料として50万円を計上し、地域づくり総合交付金

が充当されるものであります。 
 20ページをお願いいたします。款10教育費、項５

社会教育費、目１社会教育総務費として24万円の増

額でありますが、旧住吉小学校の住吉ふれあいセン

ターで不法侵入が発生しており、管理上、その原因

となる入り口を閉鎖するための修繕料並びに原材料

であります。 
 同じく、目６交流センターみらい費として139万4,

000円の増額でありますが、４月１日付人事異動に

伴い、嘱託職員から臨時職員へ切りかわったことに

よる賃金であります。 
 22ページをお願いいたします。款12諸支出金、項

２特別会計繰出金、目１国民健康保険特別会計繰出

金として297万5,000円の増額、同じく、目７介護保

険特別会計繰出金として255万4,000円の増額につき

ましては、いずれも４月１日付人事異動に伴うもの

であります。 
 24ページをお願いいたします。款13職員給与費と

して216万7,000円の減額でありますが、これにつき

ましても４月１日付人事異動に伴うものであります。 
 次に、議案第348号平成22年度赤平市国民健康保

険特別会計補正予算（第１号）につきまして、提案

の趣旨をご説明申し上げます。 
 平成22年度赤平市の国民健康保険特別会計補正予

算（第１号）は、次に定めるところによります。 
 第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

339万6,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ22億7,412万3,000円といたします。 
 第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当

該区分の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」によります。 
 次に、事項別明細書によりご説明申し上げます。

４ページをお願いいたします。歳入でありますが、

款７繰入金、項１他会計繰入金、目１一般会計繰入

金として297万5,000円の増額でありますが、４月１

日付の人事異動に伴うものであります。 
 款９繰越金として42万1,000円の増額であります

が、今般の補正による歳入歳出の差し引き不足額を

繰越金として見込まれる額の一部をもって調整する

ものであります。 
 ６ページをお願いいたします。次に、歳出であり

ますが、款１総務費、項１総務管理費、目１一般管

理費として1,000円の増額でありますが、人事異動

に伴うものであります。 
 ８ページをお願いいたします。同じく、項２徴税

費、目１賦課徴収費、節13委託料として42万円の増

額でありますが、これまで国民健康保険料と後期高

齢者医療保険料における督促状の様式を一部共用し

ておりましたが、単独で作成し、明確化するために

電算システムを改修するものであります。 
 10ページをお願いいたします。款11職員給与費と

して297万5,000円の増額でありますが、人事異動に

伴うものであります。 
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 次に、議案第349号平成22年度度赤平市介護保険

特別会計補正予算（第１号）につきまして、提案の

趣旨をご説明申し上げます。 
 平成22年度赤平市の介護保険特別会計補正予算

（第１号）は、次に定めるところによります。 
 第１条、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞ

れ343万7,000円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ12億6,328万円といたします。 
 第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当

該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は、「第１表 歳入歳出予算補正」によります。 
 次に、事項別明細書によりご説明申し上げます。

４ページをお願いいたします。歳入でありますが、

款２国庫支出金として270万4,000円の減額、款３道

支出金として135万1,000円の減額、款４支払基金交

付金として46万9,000円の減額、款５繰入金として1

08万7,000円の増額。６ページをお願いいたします。

歳出の款１総務費として390万9,000円の増額、８ペ

ージの款２保険給付費の財源補正、さらに10ページ

の款３地域支援事業費として734万6,000円の減額に

つきましては、いずれも人事異動に伴う給料等の調

整であります。 
 以上、議案第347号から議案第349号まで一括して

ご提案申し上げますので、よろしくご審議賜ります

ようお願い申し上げます。 
〇議長（獅畑輝明君） これより、一括質疑に入り

ます。質疑ありませんか。宍戸忠君。 
〇４番（宍戸忠君） 20ページ、先ほど説明ありま

した住吉の盗難に遭ったということがありますが、

盗難に遭ったものはあったのかどうかお聞きしたい

と思います。 
〇議長（獅畑輝明君） 相原教育課長。 
〇教育課長（相原弘幸君） かぎが壊されていて、

入った形跡はあるものの、すべての教室とか物品見

たのですけれども、被害状況はわかりませんでした。

明確に何かなくなっていたと、そういったものは確

認できませんでした。 
 以上でございます。 

〇議長（獅畑輝明君） 宍戸忠君。 
〇４番（宍戸忠君） 学校の中に一定の用品が入っ

ているというふうに聞いているのです。絵画とかそ

ういうものはなかった。備品という、何か必要な物

品はなかったのですか。何もないのか、そこのとこ

ろをちょっとお聞きしておきたい。 
〇議長（獅畑輝明君） 相原教育課長。 
〇教育課長（相原弘幸君） 住吉の学校は、教室自

体はほとんどあきです。何も入っておりません。た

だ、住吉の郷土資料みたいのが入っていますけれど

も、そこについても写真等を移動した跡とか、荒ら

されたとか、そういったものは確認できませんでし

た。 
〇議長（獅畑輝明君） 宍戸忠君。 
〇４番（宍戸忠君） しっかり管理して、何がある

のか、資料等は何々あるのか、しっかり把握してい

ると思うのですが、錠を壊されるということはそれ

らも含めて被害に遭う可能性があると。歴史的なも

のが多いというふうに聞いているので、しっかりと

管理していただくことを要望しておきたいと思いま

す。 
 以上です 
〇議長（獅畑輝明君） 植村真美さん。 
〇８番（植村真美君） 質疑させていただきます。 
 一般会計のほうで５ページのところの地域づくり

総合交付金のところで、このたびは９割負担という

こと、１割負担をするものなのか、それともその部

分を除いてもいいのかということをちょっと聞きた

いということが１点と、あとは７ページなのですけ

れども、電子計算事務に要する経費の中に、サーバ

ーに対するウイルスソフトを買うということだった

のですけれども、対策をされるということだったの

ですが、それを用いれば今禁止されていますＵＳＢ

メモリースティックは使えるようになるのかという

ことをお聞きいたしたいというふうに思います。 
 それと、19ページ、商工費の中で広域的な観光ル

ートの開発に伴うその他の経費の部分で、ポスター

の制作をされるということだったのですけれども、
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この部分の50万円というのはデザイナー費であると

か、そういう構想に用いる費用はこの中に含まれて

いるものなのか、それとも印刷費だけのものなのか

ということを教えていただきたく思います。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 伊藤企画財政課長。 
〇企画財政課長（伊藤寿雄君） 最初のご質問の地

域づくり総合交付金、これについては１割負担にな

るのかというご質問でありますけれども、補助率と

いうのが10分の10以内になっているということで先

ほども申し上げたとおりでありまして、内示額につ

いては180万円ということを受けておりますので、

今後委託料ですとか、そういったもので契約行為を

交わした中で金額が下がった場合には、その下がっ

たものに対しての10分の９という考え方になってお

りませんので、200万円と180万円の20万円の持ち出

し部分が圧縮される可能性はあるというふうに考え

ております。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 町田総務課長。 
〇総務課長（町田秀一君） 電子計算機事務に係る

経費の部分のウイルス対策というところでのご質問

にお答えさせていただきたいと思います。 
 今般購入するものはサーバー向けということでも

って、各台数のコンピューターに係るウイルス対策

ソフトを購入いたしますけれども、今やっていると

おり私用のＵＳＢメモリーについては、まだその使

用を禁止したいと思っております。そのかわりとい

ってはなんですけれども、ウイルス対策をしました

メモリーについては既に配付しておりますので、そ

れを利用させるようにしているところでございます。 
 以上でございます。 
〇議長（獅畑輝明君） 菊島産業課長。 
〇産業課長（菊島美時君） 50万円の印刷製本につ

きましては、観光ＰＲポスターとして印刷と制作の

ほうを全部合わせた金額でございます。 
〇議長（獅畑輝明君） ほかありませんか。 

（「なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） 質疑なしと認めます。 
 これをもって、質疑を終結いたします。 
 お諮りいたします。ただいま議題となっておりま

す議案第347号、第348号、第349号については、会

議規則第36条第３項の規定により、委員会の付託を

省略いたしたいと思います。これにご異議ありませ

んか。 
（「異議なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） ご異議なしと認めます。 
 よって、議案第347号、第348号、第349号につい

ては、委員会の付託を省略することに決定いたしま

した。 
 これより、一括討論に入ります。討論ありません

か。 
（「なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） 討論なしと認めます。 
 これをもって、討論を終結いたします。 
 これより、議案第347号、第348号、第349号につ

いて一括採決をいたします。 
 本案は、原案どおり決することにご異議ありませ

んか。 
（「異議なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） ご異議なしと認めます。 
 よって、本案は原案どおり可決されました。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 日程第13 意見書案第106

号機能性低血糖症に係る国の取り組みを求める意見

書、日程第14 意見書案第107号小規模グループホ

ームの防火体制強化を求める意見書、日程第15 意

見書案第108号ワクチン接種に関する意見書、日程

第16 意見書案第109号地方財政の充実・強化を求

める意見書、日程第17 意見書案第110号戸別所得

補償制度の本格実施に向けた意見書を一括議題とい

たします。 
 本案に関する提案理由の説明を求めます。若山武

信君。 
（「説明省略」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） 説明省略との声があります
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ので、説明を省略いたします。 
 これより、一括質疑に入ります。質疑ありません

か。 
（「なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） 質疑なしと認めます。 
 これをもって、質疑を終結いたします。 
 お諮りいたします。ただいま議題となっておりま

す意見書案第106号、第107号、第108号、第109号、

第110号については、会議規則第36条第３項の規定

により、委員会の付託を省略いたしたいと思います。

これにご異議ありませんか。 
（「異議なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） ご異議なしと認めます。 
 よって、意見書案については委員会の付託を省略

することに決しました。 
 これより、一括討論に入ります。討論ありません

か。 
（「なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） 討論なしと認めます。 
 これをもって、討論を終結いたします。 
 これより、意見書案第106号、第107号、第108号、

第109号、第110号について一括採決をいたします。 
 本案は、原案どおり決することにご異議ありませ

んか。 
（「異議なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） ご異議なしと認めます。 
 よって、本案は原案どおり可決されました。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 日程第18 請願、陳情に関

する閉会中審査の議決についてを議題といたします。 
 お諮りいたします。閉会中において受理した請願、

陳情については、別紙配付のとおり各常任委員会及

び特別委員会、議会運営委員会にそれぞれ付託いた

したいと思います。これにご異議ありませんか。 
（「異議なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） ご異議なしと認めます。 
 よって、閉会中受理した請願、陳情については、

各常任委員会及び特別委員会、議会運営委員会に付

託の上、審査することに決定いたしました。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 日程第19 閉会中継続審査

の議決について。 
 各委員長から、委員会において審査中の事件につ

き会議規則第101条の規定により、閉会中継続審査

の申し出があります。 
 お諮りいたします。各委員長から申し出のとおり、

閉会中継続審査に付することにご異議ありませんか。 
（「異議なし」と言う者あり） 

〇議長（獅畑輝明君） ご異議なしと認めます。 
 よって、各委員長から申し出のとおり、閉会中継

続審査に付することに決定いたしました。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 以上をもって、本日の日程

は全部終了いたしました。 
 これをもって、平成22年赤平市議会第２回定例会

を閉会いたします。 
（午前１１時４８分 閉 会） 
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